
2025年8月の
参考銘柄

●コインベース・グローバル（COIN：NASDAQ $ 297.99）

2012年設立の米国最大の暗号資産取引所を運営。個人・機関投資家にビットコインなど多様な暗号資
産の取引を提供する。主な収入源は、仮想通貨の取引手数料。高頻度売買を好む投資家向けの月額サ
ブスク会員は60万人、年間取引高は1兆ドルを突破。

●ロビンフッド・マーケッツ（HOOD：NASDAQ $ 105.46）

株式やETF、暗号資産の取引プラットフォームを運営するフィンテック企業。取引用アプリを開発し、
手数料無料取引で先鞭。初心者向けガイドや情報提供にも注力。

●クラウドフレア（NET：NYSE $ 207.81）

クラウド型サービスプラットフォームを手がける米IT企業。脅威や攻撃からオンラインで保護する
サービスをWebサイト向けに開発したのが始まり。Webサイトの通信遅延排除に注力した結果、サイト
の読み込み速度を速くする付加価値も提供することになった。同社サービスを使うと、Webサイトのト
ラフィックがルーティングされ、Webページの配信が自動的に最適化され、迷惑ボットや脅威がブロッ
クされる。2024年末時点で約23.8万件の有料顧客を抱える。

＜参考銘柄＞メルク（MRK：NYSE $ 80.79）アーム・ホールディングス（ARM：NASDAQ $ 137.23）
ネットフリックス（NFLX：NASDAQ $ 1,147.87）アマゾン・ドット・コム（AMZN：NASDAQ $ 213.75）
ＩＢＭ（IBM：NYSE $ 250.67）フィグマ（FIG：NYSE $ 79.08）

●日本製鋼所（5631：PRM 100株 9,354円 約94万円）

総合樹脂機械メーカーの世界大手。2025年8月4日発表の2025年4月～6月期の連結決算は純利益が前年
同期比21%増の43億、売上高42%増の675億、営業利益24%増の52億円。素形材・エンジニアリング事業
で原子力発電所や防衛向けに中長期の人員を増強し今後の需要拡大に対応する。

●バンダイナムコホールディングス（7832：PRM 100株 4,989円 約50万円）

玩具最大手のバンダイ、ゲーム大手のナムコが2005年に経営統合して発足。IP（知的財産）を最適な
タイミングで最適な商品・サービスとして提供することでIP価値の最大化を図る「IP軸戦略」を進め
ている。ガンダム、ドラゴンボールなど大ヒットコンテンツの活用力と、ナムコ由来の開発力が強み。

●三井Ｅ＆Ｓ（7003：PRM 100株 3,135円 約32万円）

旧三井造船。船舶用エンジン国内首位。港湾クレーンも世界シェア上位。舶用エンジンは案件増加や
単価上昇が寄与。メンテナンス堅調増。27年度に売上高3800億円、営業利益率7.4%目標。配当性向を
27年度25%(今期15%)に引き上げ。
＜参考銘柄＞レーザーテック（6920：PRM 14525円 約146万円）荏原（6361：PRM 2,769円 約28万円）
富士通（6702：PRM 3,504円 約35万円）アドバンテスト（6857：PRM 10,045円 約101万円）
日立製作所（6501：PRM 4,126円 約42万円）三菱重工業（7011：PRM 3,749円 約38万円）

●Ｏｎｅ／フィデリティ・ブルーチップ・グロース株式ファンド

成長型／隔月決算・予想分配金提示型（アセットマネジメントOne）

主として、米国を中心に世界（日本を含みます。）の金融商品取引所に上場（これに準ずると委託会
社が判断したものを含みます。）されている優良企業の株式に実質的に投資を行い、長期的な値上が
り益を獲得することをめざします。

●日本好配当リバランスオープン（SBI岡三アセットマネジメント）
わが国の金融商品取引所上場株式を主要投資対象とし、投資信託財産の成長を図ることを目標に積極

的な運用を行います。

※ 交付目論見書の表紙を同封します。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2025年8月5日終値

2025年8月5日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から

２０２５年８月６日発行



※ 目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。

２０２５年８月６日発行

約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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